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申）」平成 23 年 1 月 31 日 p.2）が課題となっている。そして、これらの課題への
Ⅲ NWEC 実践報告 
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対応として、「キャリア教育」を幼児期の教育から高等教育に至るまで体系的に
進めることが必要とされている（同 p.19）。大学・短大においては、平成 22 年











「第 3 次男女共同参画基本計画」（平成 22 年 12 月閣議決定）においても、この
答申と同様の方向性が打ち出されており、「様々な分野への女性の参画を促進す
るため、高等教育機関における男女共同参画の視点を踏まえたキャリア教育の推









































































表 1 は、自治体またはセンターでの平成 24 年度の若者を対象とした事業実施
の有無を、自治体区分別にみたものである。「実施した」と回答したのは、都道
府県で 30 件（63.8％）、政令市で 19 件（95.0％）、特別区 9 件（39.1％）、中核










都道府県 30 17 47
63.8% 36.2% 100.0%
政令市 19 1 20
95.0% 5.0% 100.0%
特別区 9 14 23
39.1% 60.9% 100.0%
中核市・特例市 35 37 72
48.6% 51.4% 100.0%
その他の市 80 488 568
14.1% 85.9% 100.0%
合計 173 557 730
23.7% 76.3% 100.0%
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県は約半数の 23、政令市 7、特別区 4、中核市・特例市 15、その他の市 41 の計























































っている。平成 24 年度には中学校 3 校、高校 4 校、平成 25 年度には中学校 4
校、高校 3 校、他 5（岩手県教職員組合、青少年問題連絡協議会、内閣府研修会等）で
講座を実施した。 
「ユースリーダー養成講座」は、配暴センターの事業として、市から委託を受
け実施している。配暴センターが開設された平成 21 年度から開始し、平成 25 年
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度で 5 期目になる。講座の参加者は毎年 7 ～ 10 名程度。応募は、福祉系と看護











































者支援 NPO 等 7 名で構成される「若年女性無業者の自立支援に向けた生活状況
調査検討会」を実施した。調査の結果、対象となった女性たちは、生活上の困難
な体験が複数積み重なっていることが浮き彫りになった。この結果を踏まえ、平
成 21 年度から「ガールズ編 パソコン＋しごと準備講座」（パソコン 27 時間を含




実施し、現在 10 期まで終了した。第 1 ～ 10 期あわせて、応募 287 名、参加者
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と考え、平成 22 年度からは、男女共同参画センター横浜南に、働きづらさを抱
える若い独身女性の就労体験の場「めぐカフェ」をオープンした。平成 24 年 9
月からは、ガールズ講座修了生および受講検討中の当事者向けのサポートグルー
プ「ガールズ『いちご』の会」も開催している。平成 25 年度は不定期で 4 回開


































































































2 例えば、横浜市の若者サポートステーションの平成 23 年度新規相談支援利用者数の




47・政令市 20・特別区 23・その他の市 769、平成 25 年 4 月現在）を対象として、
平成 25 年 7～8 月に実施した（郵送配布・回収）。回収数 730（回収率 85.0％）（都
道府県 100.0％・政令市 100.0％・特別区 100.0％・その他の市 83.2％）。なお、本
調査では、「若者」は、「おおむね 18 歳以上 35 歳未満の男女」とし、取組は、ひと
り親を対象としたものは含むが、出産・育児期に就労を中断した女性や子育て中の




防止に関する事業と結婚支援にかかわる事業が多い。事業名にデート DV または DV
と示されたものは、この目的に該当する 74 件のうち 32 件、また事業名から結婚支
援の取組とわかるものは 25 件あった。 
6 青少年を対象とした事業や若者支援の担当が、男女共同参画の所管と同じ部局にあ
る場合も含んでいる。 
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